





The Shrinking American Middle Class: 
Limit of Obama’s Policy on Middle Class’ Rebirth
MATSUMURA, Hiroyuki
Recently, in advanced countries there is a growing concern over the shrinking middle 
class in terms of little growth in income and widening of the income gap. United States is 
no exception. There is a lively discussion on the shrinking middle class in the academia 
and mass media especially after the Great Recession, most of all, the revitalization of 
middle class was one of the key agendas for Obama’s presidential campaign in 2008.
While the number of employment does not return to the level of 2007, President Obama has 
made reference to the middle class’ rebirth more frequently. For example, he said in the State 
of the Union 2013 Address that it is his administration’s task “to reignite the true engine of 
America’s economic growth -- a rising, thriving middle class”. President Obama assumes that 
the manufacturing job enable a good income for people to lead a steady life as a middle class 
member. Is it possible to realize the middle class’ rebirth by Manufacturing Renaissance?
This paper aims to: （1）clarify the current state of American middle class through 
income-expenditure analysis, （2）explain the process how the Obama administration 
connected the middle class’ rebirth to Manufacturing Renaissance. Finally, this paper 
concludes it is difficult to realize the middle class’ rebirth by Manufacturing Renaissance.










しており２）、また 2008 年の大統領選挙においてオバマ陣営は中間層の再生を争点の 1つに掲げ
るなど、政治的にも注目されるようになっている。
2013 年 3 月にダウ工業株 30 種平均は 5年 5 カ月ぶりに最高値を付けるなど、株式相場にお
いては金融危機前の水準を回復したが、実体経済、特に雇用者数においては 5年以上を経過し
た2013年10月においてもいまだ景気後退開始時の水準を回復していない。「雇用なき景気回復」










出所：U.S. Bureau of Labor Statistics, Current Employment Statistics Database３）および The National 
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第 2の問題は実質所得の低下である。図表 4は 1980 年から 2011 年にかけての実質所得の推
移を男女ごとに中位値と平均値をそれぞれとったものである。ここで特に注目すべきは男性の
中位所得の伸び悩みである。1980 年から 2011 年にかけて男性の平均所得は約 23％増加してい
るが、中位所得でみるとなんと 1.3％の増加でしかない。これを金融危機前の 2006 年をとって
比較してみても中位所得の伸びは約 11％でしかない。つまり、金融危機によって約 30 年にわ









2012 年 6 月 2013 年 6 月 2012 年 6 月 2013 年 6 月
高卒未満 11,383 11,161 12.5 10.7
高卒（大学未進学） 36,964 36,320 8.5 7.6
大学中退・準学士 37,416 37,297 7.3 6.4
学士号以上 47,959 49,466 4.1 3.9
図表 2　学歴別の失業率（2012 年および 2013 年）
出所：U.S. Bureau of Labor Statistics, Economic News Release, Employment & Unemployment26）より
筆者作成。
図表 3　学歴別の失業率と平均賃金（2012 年）
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図表 4　実質所得の推移（1980-2011 年）














































最後に図表 5にて家計所得を比較しておきたい。2001 年から 2011 年にかけて全階層におい
て実質家計所得が減少しているが、その減少率は第 5五分位が 2.4％なのに対して第 1分位は
14.2％と低所得の家庭ほどこの間に所得の大きな減少を記録している。ここで、仮に中間層を












は PSIDが開始された 1968 年に 0歳から 18 歳未満だった子のうち、2000 年代に家庭を築いて






階層に留まっていることがわかる（図表 6）。同様に第 5五分位で育った子の 40％が成長して
個人所得 家計所得
男性平均 男性中位 女性平均 女性中位 第 1五分位 第 2五分位 第 3五分位 第 4五分位 第 5五分位
1980 年
→ 2011 年 22.8％ 1.3％ 73.6％ 65.0％ -8.3％ 3.6％ 11.4％ 22.7％ 54.7％
2001 年
→ 2011 年 -5.7％ -10.8％ 1.9％ 0.0％ -14.2％ -8.9％ -6.8％ -4.2％ -2.4％
図表 5　実質個人所得、家計所得の増加率（1980 年、2001 年、2011 年）











第 1五分位 第 2五分位 第 3五分位 第 4五分位 第 5五分位 全世帯
???
上層移動
　所得上昇と階層上昇 57％ 51％ 43％ 24％ N/A 35％
上昇機運に乗る
　所得上昇と同一階層 36％ 24％ 23％ 24％ 38％ 29％
上昇機運ながらも下降
　所得上昇も 1階層下降 N/A 11％ 21％ 36％ 32％ 20％
下層移動
　所得減少と同一階層 /階層下降 7％ 14％ 12％ 15％ 30％ 16％
図表 7　子の相対移動と絶対移動
出所：The Pew Charitable Trusts ［2012］ Figure 5.
注：第 1五分位の「上昇機運ながらも下降」および第 5五分位の「上層移動」のN/Aは定義上不可能のため。
図表 6　世代を越えた階層移動の状況（1968-2008 年）



































































































































図表 8であるが、これを見ると大卒（4年制）の学位を得ることで、第 1五分位からは 90％ 
が階層上昇を果たしているのに対し、学位なしではこれが 53％に低下する。同様に第 2五分位
では学位有りが 74％上昇しているのに対し学位なしは 47％、第 3五分位ではそれぞれ 57％と
35％と、いずれの階層でも学位取得者の階層上昇の優位性が確認できる。また第 4五分位では
階層上昇を果たすか、あるいは同じ階層を維持した者が学位有で 62％なのに対し、学位なしで















最後に中間層家庭の支出分析を、商務省が 2010 年に発表した『米国の中間層 36）』に基づい




この報告書が検討の対象とする家庭モデルは、両親と 18 歳未満の 2人の子（以下、二親二





















位と第 3四分位（25 センタイルから 75 センタイル）を中間層と措定する 40）。そして 2008 年の
データに基づき、この階層の所得の最低値（25 センタイル）、中央値（50 センタイル）、最高




（1）住宅：231,000 ドルの資産価値をもつ住宅を所有し、年間のローン支払いが 17,600 ドル、（2）
自動車：購入価格が 20,000 ドル相当の 2台の中型車を所有、年間 25,000 マイルの走行と想定
して年間コストが 12,400 ドル、（3）大学学費：2人の子を 4年生の州立大学に 1年は自宅から
通学させ、学費その他大学での経費の 25％は学資援助に依存すると想定、総費用の 75％を 18
歳までに貯蓄すると想定した場合の 1年あたりのコストが 4,200 ドル、（4）健康保険：雇用主
負担の団体医療保険でカバーされない追加保障のための支出が 5,100 ドル、（5）退職後の備え：
退職後も年金収入を合わせて現役時代の 50％の所得を確保することを想定して年間 2,500 ドル
（総所得の 3.2％）の貯蓄、（6）休暇：1週間の家族休暇を 2年に 1度実行すると想定、1年あ





30,000 ドルの大型車に、片親二子 50 センタイルだと 7,500 ドルの中古小型車となる。また大















資産価値 149,000 231,400 400,300 104,900 175,000







































































費用 1,500 3,000 6,100 500 1,000
老後の備え *2 1,000 2,500 4,100 300 900
食費や被服費、日用品などの
「非願望」的消費 17,900 23,200 30,300 14,200 16,100
所得税 6,000 12,400 24,600 -1,450 4,900
図表 9　各家庭において実現可能な中間層的ライフスタイル
出所：U.S. Department of Commerce ［2010］ Table2, Table3 より筆者作成。
注 *1：学費の 25％はいずれのグループも奨学金で充当すると想定。
注 *2：退職後も現役時の 50％の所得を年金と併せて確保することを想定。
注 *3：CHIP=Children’s Health Insurance Program（児童医療保険プログラム）。
58 松村　博行：衰退する米国中間層













10 から明らかなように、1990 年から 2008 年の間に二親二子家庭では平均 20％、片親二子家庭
では平均 21％の所得増加があったのに対し、この同じ時期に住宅価格は 56％、ヘルスケアコ





















































































































図表 11　米国経済における製造業の位相（2000 年 -2012 年）
出所：U.S. Bureau of Economic Analysis, Gross-Domestic-Product-（GDP）-by-Industry Data48）および



























































































































３） http://www.bls.gov/data/, 2013 年 11 月 10 日アクセス。




























26） http://www.bls.gov/news.release/empsit.t04.htm, 2013 年 7 月 10 日アクセス。
27） http://www.bls.gov/emp/ep_chart_001.htm, 2013 年 10 月 30 日アクセス。
28） http://www.census.gov/hhes/www/income/data/historical/people/, 2013 年 10 月 14 日アクセス。
29） 本稿では個人ではなく家庭を対象として議論を進めていく。また子のいない家庭やすでに子育てを終
了した家庭は除外して考える。
30） http://www.census.gov/hhes/www/income/data/historical/families/, 2013 年 10 月 30 日アクセス。
31） Panel Study of Income Dynamicsとは 1968 年に始まった継続的な家計パネル調査で、全米から選ば
れた 5,000 家族 18,000 人のそれぞれの所得や資産、健康状況、結婚、教育などに関わるデータを毎年
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1回、1997 年以降は 2年に 1回継続して調査している。この調査によって家族構成員の複数世代にわ
たる経済的、社会的位相ならびに健康に関する情報が把握できるので、世代間の階層移動の調査に不
可欠なデータとなっている。
32） 親の家計所得は 1967 年、1968 年、1969 年、1970 年、1971 年の平均値を取り、子の家計所得は 2000 年、
2002 年、2004 年、2006 年、2008 年の平均値を取る。なお親の平均年齢は 40.9 歳、子の平均年齢は 45
歳となる。また所得等は全て 2008 年固定ドルで比較する。
33） 娘世代に女性の社会進出が急速に進んだため、母と娘との比較はこの場合意味をなさない。
34） The PEW Charitable Trust［2012］Figure8
35） マレー［2013］
36） U.S. Department of Commerce［2010］
37） 中間層再生を目的とするタスクフォースで、政権発足前の 2008 年 12 月に初会合を開催している。
Middle Class Task Force（http://www.whitehouse.gov/strongmiddleclass）、2013 年 5 月 27 日アク
セス。
38） Census2010 によると、全米 1億 1,672 万世帯のうち、子のいる夫婦世帯が全体の 20.2％、子のいる片
親（父、母を含む）世帯が 9.6％となっている。http://www.census.gov/prod/cen2010/briefs/






41） The State of the Union Address, 2012
42） ライシュ［2012］p.110.
43） オサワトミー演説の全文は以下で閲覧可能。http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2011/12/06/
remarks-president-economy-osawatomie-kansas、2013 年 11 月 20 日アクセス。
44） 演説では ”This isn’t about class warfare. This is about the nation’s welfare.”と発言
45） この他、公正な行いについてはウォール・ストリートの適切な監視と規制の必要性を、公正な分配に
ついては富裕層への増税をそれぞれ訴えた。
46） The State of the Union Address, 2012
47） 製造業再興の詳細については松村［2013］を参照されたい。
48） http://www.bea.gov/industry/gdpbyind_data.htm, 2013 年 10 月 25 日アクセス。
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